
JP 5122859 B2 2013.1.16

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　騒音源から到達する騒音音波の低減を図る消音壁において、
　内部に所定容積の空間を備える本体ケーシングと、
　該本体ケーシングの内部空間に吸音材を収容してなる消音室と、
　前記本体ケーシングの一側面に形成する開口部と、
　断面形状が楕円曲線からなり、前記開口部に取り付けられて騒音源からの騒音音波を前
記消音室に向けて反射する反射板と
　前記反射板の前記開口部側先端から前記本体ケーシング内側に向けて折り返して形成し
た折り返し部とを備え、
　複数の前記反射板を多段状に配置して隣り合う反射板同士の間に騒音音波導入路を形成
すると共に、前記反射板の断面形状に基づく一方の焦点を前記騒音音波導入路の中に位置
させ、もう一方の焦点を本体ケーシングの外の前記折り返し部の延長線上に位置させたこ
とを特徴とする消音壁。
【請求項２】
　前記反射板の音波反射面と前記折り返し部とで前記騒音音波導入路の一部を形成するこ
とを特徴とする請求項１記載の消音壁。
【請求項３】
　前記反射板の前記開口部側先端において、隣り合う反射板のそれぞれの先端の間に騒音
音波導入口を構成すると共に、前記反射板の前記本体ケーシング内側先端と前記折り返し
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部先端との間に反射音波導入口を構成し、該反射音波導入口を前記騒音音波導入口よりも
小さくしたことを特徴とする請求項１または２何れか記載の消音壁。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、騒音源を遮蔽する構造体に用いられ、騒音源からの騒音音波の減衰を図る消
音壁に関する。
【背景技術】
【０００２】
　走行車両や工事現場等から発生する騒音を防ぐための消音・防音構造体として、吸音材
を内装したパネル体を道路や鉄道の周囲に設置し、壁の一方側で発生した騒音が他方側へ
伝わるのを低減させるようにした消音壁が知られている。例えば、下記特許文献１に開示
されている消音壁（吸音パネル）では、パネル表面に多数の透孔を形成し、この透孔から
取り込んだ音波を合成繊維の不織布からなる吸音材で減衰させている。このような消音壁
では、パネル表面に形成した透孔の開口率によって騒音の捕捉量が制限されてしまうとい
う問題がある。しかも、透孔からパネル体の内部に入り込んだ音波は、吸音材を支持する
壁面で反射を起こして再び外部へ漏れ出すため捕捉性も悪い。すなわち、パネル表面にお
ける透孔の開口率を５０％とすると、パネル体内部の吸音材に作用する音波は防音壁に到
達した騒音全体の５０％にとどまり、それ以外はパネル表面で反射してパネル体外部には
じかれることになる。しかも、吸音材に作用した騒音音波であっても、吸音材を支持する
板体（特許文献１では中間板）で反射し、透孔から外部に向けて反射されることになり、
総合的な吸音性は低いと言わざるを得ない。
【特許文献１】特開平１１－３２３８４５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は上記先行例が抱える問題点に対処してなされたものであり、その課題とすると
ころは、騒音源から到達した騒音音波を効率良く捕捉すること、及び捕捉した音波を外部
へ向けて漏らしにくくすることで、騒音音波の減衰を促進する消音壁を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は上記課題を解決するために、騒音源から到達する騒音音波の低減を図る消音壁
において、内部に所定容積の空間を備える本体ケーシングと、該本体ケーシングの内部空
間に吸音材を収容してなる消音室と、前記本体ケーシングの一側面に形成する開口部と、
断面形状が楕円曲線からなり、前記開口部に取り付けられて騒音源からの騒音音波を前記
消音室に向けて反射する反射板と、前記反射板の前記開口部側先端から前記本体ケーシン
グ内側に向けて折り返して形成した折り返し部とを備え、複数の前記反射板を多段状に配
置して隣り合う反射板同士の間に騒音音波導入路を形成すると共に、前記反射板の断面形
状に基づく一方の焦点を前記騒音音波導入路の中に位置させ、もう一方の焦点を本体ケー
シングの外の前記折り返し部の延長線上に位置させたことを特徴とする消音壁を提案する
。
【０００５】
　上記提案の消音壁は、反射板の音波反射面と折り返し部とで騒音音波導入路の一部を形
成することが望ましい。
【０００６】
　また、反射板の開口部側先端において、隣り合う反射板のそれぞれの先端の間に騒音音
波導入口を構成すると共に、反射板の本体ケーシング内側先端と折り返し部先端との間に
反射音波導入口を構成し、反射音波導入口を前記騒音音波導入口よりも小さくすることが
望ましい。
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【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、騒音源から到達する騒音音波は、本体ケーシングの開口部に設けた反
射板により本体ケーシング内の消音室に捕捉される。このとき、反射板の表面積に相当す
る範囲で騒音音波が捕捉されるため、効率良く騒音音波を捕らえることができる。また、
多段状に配置する反射板と反射板との間に騒音音波の導入路を形成し、この騒音音波導入
路の中に反射板の断面形状から生じる焦点を位置させるため、反射板の表面で反射した騒
音音波は本体ケーシングの内側に向かって反射することになり、その結果、効率良く消音
室の中に捕捉される。
【０００８】
　また、反射板の開口部側先端から本体ケーシング内側の消音室側へ向けて折り返し部を
形成し、音波導入路を構成する反射板のうちの一方の反射面と他方の折り返し部とで騒音
音波導入路の一部を形成するので、騒音音波導入路から消音室内へ捕らえた騒音音波が消
音室内の内壁で反射を起こして本体ケーシング外部に向かって放射されようとしても、折
り返し部の消音室側を向く面に当たって外部への放射を防ぐことができる。
【０００９】
　また、騒音音源から到達する騒音音波を取り込む騒音音波導入口よりも、騒音音波導入
路から消音室に騒音音波を取り込む反射音波導入口を小さくしているので、消音室に捕捉
された音波は、本体ケーシング外部に放射されにくくなり、消音室内での騒音音波減衰効
果を高めることができる。
【実施例】
【００１０】
　以下、図面に基づいて本発明の好適な実施形態を説明する。図１は本発明実施例の消音
壁を示す外観図であり、図２は同じく内部断面説明図である。
　１は本体ケーシングで、金属材料からなる板状部材を箱状に組み立てて構成され、前面
に開口部１ａを形成し、内部にグラスウールやロックウール等の多孔質材または繊維質材
からなる吸音材２を備えた消音室１ｂを形成している。３は反射板で、本体ケーシング１
の前面の開口する開口部１ａから、本体ケーシング１内部の消音室１ｂに向かって、上向
きに傾斜した状態で本体ケーシング１の側壁１ｃ間に取り付けられている。
【００１１】
　反射板３は本体ケーシング１の上下方向に所定間隔をおきながら多段状に配置されてお
り、上下に隣り合う反射板３の間に騒音音波導入路４が形成される。そして、反射板３の
開口部側先端３ａから騒音音波導入路４内の本体ケーシング内側方向に向けて、折り返し
部３ｂを形成している。この折り返し部３ｂは、一段下側に隣接する反射板３の本体ケー
シング内側先端３ｃに向かって騒音音波導入路４の略中央付近まで延出しており、騒音音
波導入路４の一部を構成している。また、上下方向に多段配置する反射板３のそれぞれの
開口部側先端３ａの間には、騒音音波導入口５が形成され、同じく上下に並ぶ反射板３の
内の上側に位置する反射板から延出される折り返し部３ｂの折り返し部先端３ｄと、下側
に位置する反射板の本体ケーシング内側先端３ｃとの間には反射音波導入口６が形成され
る。すなわち、本体ケーシング１の前面に騒音音波導入口５が形成されて、この騒音音波
導入口５から本体ケーシング１内側の消音室１ｂにつながる騒音音波導入路４の途中に反
射音波導入口６が形成されている。そして、反射音波導入口６の開口寸法は、騒音音波導
入口５の開口寸法に比べて小さく設定している。これは、騒音音波を消音室１ｂに入りや
すくするとともに、一旦消音室１ｂに入り込んだ騒音音波を消音室内から外部に戻りにく
くするためである。
【００１２】
　ところで、反射板３は図２に示すように曲線を描く断面形状を備えており、具体的には
楕円曲線を描くように形成されている。図中のｆ１及びｆ２は反射板３の楕円形状に基づ
く２つの焦点であり、第１の焦点ｆ１は、折り返し部３ｂの折り返し部先端３ｄと位置を
略同じくしている。一方、第２の焦点ｆ２は、本体ケーシング１前方の空間に置いており
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、特に本実施例では反射板３の開口部側先端３ａから所定角度で折り返した折り返し部３
ｂの延長線上に合致させている。
【００１３】
　なお、反射板３に与える楕円形状は、図３に示すように、金型を用いるなどして平板を
楕円形に形成した連続楕円曲線と（図３（ａ））、板金加工機械によって平板を細かく折
り曲げ加工して形成した近似的な楕円曲線（図３（ｂ））の何れを採用しても良い。連続
した楕円曲線にした場合には、その焦点ｆ１およびｆ２の範囲がより狭い範囲で正確にな
り、擬似的な楕円曲線にした場合には、焦点ｆ１・ｆ２の範囲が若干広がってあいまいに
なるものの、両者の差は消音効果を得る上で十分に許容できる程度のものである。
【００１４】
　このようにして消音壁の１ユニットが構成される。この１ユニットは、同一の本体ケー
シング１で構成された取扱い上の最小単位となり、設置場所に応じて複数台のユニットを
横並びに設置したり、あるいは縦方向に積層して設置することができる。縦方向に重ねて
設置する場合には、図１及び図２に示すように、本体ケーシング１の上面に背面板から延
長されて形成されるリブ７が、上側のユニットの本体ケーシングの背面下部に重なる構造
となっている。リブ７が重なる箇所にはリブの厚み分だけ凹部が形成されており、ユニッ
トを上下に積層した状態で背面板に段差が生じないようにしている。このリブ７により、
上下に重ねたユニットの間に前面側から背面側に連通して隙間が形成されるのを防ぐこと
ができ、騒音源のある側から他方の側へ隙間を介して騒音が伝わるのを防ぐことができる
。
【００１５】
　次に、本実施例の動作・作用について、図４を基にして説明する。
　本発明の消音壁は、図示しない騒音源と、騒音を遮りたい静音領域との間に、本体ケー
シング１の開口部１ａを騒音源に向けた状態で設置される。騒音源から到達した騒音音波
Ｗは、騒音音波導入口５から騒音音波導入路４の中に入り込み、反射板３の楕円面で反射
を起こして反射音波導入口６から消音室１ｂの内部へと更に入り込む。この場合、既に説
明したように、反射板３の楕円形状の焦点ｆ１は、折り返し部３ｂの折り返し部先端３ｄ
と位置が略同じとなるように設定しており、もう一方の焦点ｆ２を本体ケーシング１の前
方空間に置いているため、遠方の騒音源から届く騒音音波の大部分は焦点ｆ１とｆ２の間
を通過することなく騒音音波導入路４の中に入り込むことになる。従って、焦点ｆ１とｆ
２の間を通過せずに反射板３の楕円反射面で反射を起こすことになり、反射後の騒音音波
も焦点ｆ１とｆ２の間を通過せずに騒音音波導入路４内を進むことになって、その結果、
反射音波導入口６を介して消音室１ｂの内部へと入り込むのである。
【００１６】
　消音室１ｂに入射した騒音音波は、消音室内で乱反射を繰り返すことによって互いに位
相が反転した反射波同士が出合ってエネルギーを打ち消し合ったり、あるいは吸音材２の
作用で騒音音波の持つエネルギーが低減される結果、音波のエネルギーが大幅に減少して
消音効果が得られる。このとき、反射音波導入口６の開口寸法は、騒音音波導入口５の開
口寸法に比べて小さく設定してあるため、騒音源のある外側から消音室１ｂの中へ入り込
む騒音音波に対して消音室１ｂから外側へ戻る音波が低減され、消音室内で十分に騒音音
波のエネルギーを減衰させることができる。
【００１７】
　以上、本実施例は反射板の断面形状を楕円曲線とする形態で説明したが、これらは特に
限定されるものではなく、本発明の技術範囲内において様々な実施態様が考えられる。例
えば、反射板の断面形状を放物線とし、放物線の焦点を折り返し部３ｂの折り返し部先端
３ｄより消音室１ｂ側に寄せた位置に設定しても良い。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明実施例の消音壁を示す外観説明図である。
【図２】本発明実施例の消音壁を示す内部断面説明図である。
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【図３】本発明実施例の反射板３に与える曲線形状についての説明図である。
【図４】本発明実施例の動作・作用を示す断面説明図である。
【符号の説明】
【００１９】
　１　　　本体ケーシング
　１ａ　　開口部
　１ｂ　　消音室
　２　　　吸音材
　３　　　反射板
　３ａ　　開口部側先端
　３ｂ　　折り返し部
　３ｃ　　本体ケーシング内側先端
　３ｄ　　折り返し部先端
　４　　騒音音波導入路
　５　　騒音音波導入口
　６　　反射音波導入口
　７　　リブ
　ｆ１、ｆ２　　焦点
　Ｗ　　騒音音波

【図１】 【図２】
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